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日髙 義博
1 本稿は，平成25年（2013年）10月23日に行われた専修大学法学部学
術講演会の唐稷堯教授（Prof. Dr. Tang Jiyao，四川師範大学法学院教授）
の講演の内容をなすものである。原題は，「当代中国刑法解釈的権力体系
与基本立場」というものであったが，講演の主たる対象が法学部学生であ
ることから，原題を意訳して「中国刑法の解釈上の特殊性と基本的視座」
という表題で実施された。今回，四川師範大学法学院から，法学院長（法
学部長）の唐教授をはじめ，蔡鶴副教授（a.o.Prof. Dr. Cai He），陳山副教
授（a. o. Prof. Dr. Chen Shan），張光雲副教授（a. o. Prof. Dr. Zhang
Guangyun）の4名の刑事法研究者が専修大学に来訪されたことを機に，
法学部学術講演会，日中刑事法研究会（専大刑事判例研究会主催）等が開
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催された。法学部学術講演会の開催に先立ち，四川師範大学法学院の4名
の刑事法研究者の紹介がなされた。
講演者の唐稷堯教授は，1972年6月生まれの新進気鋭の刑法研究者であ
るが，四川師範大学法学院の法学院長の要職にある。主要業績としては，
『経済犯罪的刑事懲罰標準研究』（四川大学出版社，2007年），「三階層犯罪
論体系与犯罪構成体系：実証考察下的廓清，反思与借鑑」，「事実，価値与
選択：関於我国刑法立法解釈的思考」など多数のものがある。
本講演の通訳を務め，本稿を翻訳したのは，張光雲副教授である。張副
教授は，1972年10月生まれ。専修大学大学院法学研究科博士後期課程を修
了し，帰国後，四川師範大学法学院に赴任し，現在，副教授の職にある。
主要業績としては，『中国刑法における犯罪概念と犯罪の構成──日本刑
法との比較を交えて──』（専修大学出版局，2013年），クヌト・アメルン
ク（日髙義博＝稲垣悠一＝張光雲共訳）「自然法主義的法思想から実証主
義的法思想への転換としてのビルンバウムの刑法的『財』保護理論」『刑
事法の諸問題Ⅷ』専修大学法学研究所紀要36（2011年2月）163頁以下な
どがある。
2 本稿は，現在の中国刑法における刑法解釈のあり方を問うものであ
る。日本の場合には，国権が立法，司法，行政の三権に分離されているこ
とから，法解釈のあり方がとくに争われるのは司法の分野である。つまり，
法の適用が問題となる裁判の段階において，法解釈の実践的意義が問われ
るのである。そして，日本の法解釈学においては，「法解釈は，法の意
味・内容を明らかにする作業であり，そこには解釈する者の主観的価値が
介在する。」との認識がある。そのため，法解釈の客観性をどう担保する
のか，法解釈の理念を何に求めるのかという点に法解釈学の関心が集まり，
法解釈の学問性（Wissenschaftlichkeit）をめぐって法解釈学論争が展開さ
れた。もっとも，刑法の分野にあっては，刑法の基本原則として罪刑法定
主義が存在することから，民事法の分野とは異なった法解釈論が展開され
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てきている。犯罪論体系の各段階において，形式的解釈と実質的解釈をど
のように展開するのかは，刑法学の理論的基軸の求め方とも関連すること
から，多様な試みがなされている。しかしながら，刑法解釈の守備範囲は，
法の適用の場面であり，立法の領域に及ぶものではないとする点では一致
をみている。
これに対して，中国の法解釈の体系的特徴は，「法解釈を一種の権力に
分類し，各国家機関に割り当てる」という点にあるとされている。本稿は，
この法解釈の体系的特徴を具体的に解き明かし，中国の現状と刑法解釈の
あり方を論述している。まず第一に，現代中国における刑法解釈の特異性
として，刑法解釈権分配体制が確立していることを指摘している。すなわ
ち，刑法を含む解釈は，全国人民代表大会常務委員会，最高人民法院，最
高人民検察院に付与されており，刑事立法解釈と司法解釈が存在する。司
法解釈は，最高人民法院，最高人民検察院（訴追機関であるとともに法律
監督機関である）によって独占されている。
第二に，中国の刑法解釈体制の基本的特徴として，①刑法解釈内容の抽
象化，②刑法解釈系統の階層化が挙げられ，それらの現状と問題点の考察
がなされている。第三に，刑法解釈体制の新たな変化として，案例指導制
度の導入がなされていることが挙げられている。指導案例というのは，す
でに法律効果が生じていて，同種類の案件の処理について普遍的指導的意
義を有する個々の司法裁判であって，今後の同種類の案件に対する参照適
用の効力を有するものである。案例指導制度は展開され始めてはいるが，
まだ探求の初期段階にあり，最高司法機関の承認手続きを経る必要があり，
その発布は最高司法機関に掌握されている。将来的には，案例指導制度を
等級により分化させることも一つの方向だとする。
最後に，刑法解釈の基本的立場については，実質的解釈の立場と形式的
解釈の立場との拮抗があるが，唐教授は，形式的解釈の拘束化の下で実質
的解釈を行うべきだとする。つまり，構成要件該当性については形式的判
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断を行うが，実質的側面から刑罰に処するに値する合理性と必要性を有す
るかを判断しなければならないとする。
3 本稿は，中国において刑法解釈論を展開する場合，刑法解釈権の問
題，つまり刑法を解釈する権力は誰が持っているのかという問題と，解釈
する者がどのような基本的立場に立つのかという問題を視野に入れなけれ
ばならないことを説いていることは，中国刑法解釈論を比較法的に検討す
る上で重要な示唆である。また，最近，中国刑法典にも罪刑法定主義を導
入されたことから，犯罪論体系と刑法解釈の位置づけが重視されることに
なると思われる。中国の刑法解釈論における実質的解釈と形式的解釈の拮
抗は一層表面化してくると思われるが，その中でどのような法解釈論が構
築されていくことになるのかは，比較法的にも注目されるところである。
私がこれまで展開してきた刑法解釈論は，罪刑法定主義の網のかかる構成
要件該当性の段階では客観的・形式的解釈を行い，違法性及び有責性の段
階では具体的・実質的解釈を行い，かつ理論的基軸として跛行的結果反価
値論を据えるというものである。本稿において示された唐教授の構想は，
形式的解釈の拘束下で実質的解釈を行うべきだとするものであるが，理論
的構想の大枠においては軌を一にしているように思われる。また，法と人
間の捉え方にも，共通項があると感じた次第である。
（専修大学法科大学院教授 2014/04/17記)
～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～
周知のごとく，成文刑法は法執行者の具体的な活動によって初めて現実
社会に実現するのが常ですが，この活動の中心は具体的事実を抽象的な条
文に照らしてそれが法規定に該当するかどうかを判断し，行為者の法的効
果を確定することにあります。法規範は抽象的でありますが，この過程に
おいて刑法を適用する機関は，まず法律の意味を探し求め，各法原則間の
相互関係を分析し，その適用の範囲を理解してからはじめて，正しい判断
を下すことが可能となります。このことは，刑法を含むいかなる成文法の
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適用においても上述のような典型的な演繹論の特徴を有しており，抽象的
な条文に対する解釈は法適用上の論理的な前提と基礎であると言えます。
このため，刑法をどのように解釈するかが，刑法の適用にとって極めて重
要な意義を持っています。
1 現代中国における刑法解釈の権力体系
法解釈は裁判官が法律を適用する技術であるとみる西側の国々と異なり，
中国現行の法解釈体系の基本的特徴は，「法解釈を一種の権力と分類し，
各国家機関にその権力を割り当てた｣1点にあります。この構造において，
刑法解釈は事実上，刑事立法，刑事司法と並列する活動となり，そして国
家刑罰権はそれに応じて刑事立法権，司法権（又は法執行権），刑法解釈
権に分けなければならず，刑法解釈活動はまずは国家権力の運営に係わる
意味合いを持つ活動であると指摘できます。そう考えますと，中国は制度
化した刑法解釈権配分体制を確立していると言えます。
中国現行の法律体系において，かかる法律解釈権の制度は主に憲法，立
法法，各級人民代表大会常務委員会監督法，『人民法院組織法及び法律解
釈業務の強化に関する決議』等の法規の中に設けられていますが，刑法を
含む法律の解釈権は全国人民代表大会常務委員会，最高人民法院，最高人
民検察院に与えられています。
これらの制度化された刑法解釈権の中で，権力の頂点にあるのが刑法立
法解釈です。立法解釈は中国に一貫して存在する制度であり，中華人民共
和国建国以来の歴代憲法にはこの制度が設けられていました。現行憲法67
条4号および立法法42条の規定によりますと，立法解釈は，全国人民代表
大会常務委員会が法的手続に基づいて行う現行法律に対する解釈である，
1 張志銘「中国的法律解釈体制」梁治平主編『法律解釈問題』法律出版社（1998
年）165頁。
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としています。2008年6月までに，全国人民代表大会常務委員会が九つの
刑法に関する立法解釈を行いました。それらの刑法立法解釈はあらゆる立
法解釈の7割強を占めており，刑法の理解と適用に深い影響を与えていま
す。これまでの九つの刑法立法解釈の内容を見てみますと，大きく分けて
次のように二種類に分けられます。つまり，一つは，刑法規範の明確化と
具体化です。例えば，刑法313条の判決・裁定履行拒否罪の「履行能力が
あるのにそれを拒否した」という犯罪構成要件の意味について明確化し具
体化したものが挙げられます。もう一つは，実質上刑法規範を越えて，補
充立法の意味を有している点にあります。例えば，刑法各則第9章の汚職
罪の主体に関する解釈は，法律・法規に基づいて国家行政管理職権を行使
する社会組織および国家機関の委託を受けて国家機関の名義で職権を行使
する社会組織を国家機関として解釈し，国家機関の内包する意味範囲を拡
大させました2。
その他，立法法55条の規定によって，全国人民代表大会常務委員会の各
業務機構は，具体的な問題について法的問合せがあるときに，それを研究
して回答し，かつ常務委員会に報告してその記録に載せることができます。
このような法的問合せについての回答という形は，立法法第2章の「立法
解釈」に関する条項の中には設けられておりません。その第5節の「その
他の規定」の中に設けられており，公式の法律解釈に属しているのではあ
りませんが，この種の回答ができる機関は全国人民代表大会常務委員会系
2 事実上，最高人民検察院も，刑法典第93条第1項に規定されている公務員は国家
機関の公務に従事する人員であると解している。当該検察院は，2000年4月30日の
『「中国証監会の主体の認定に関する伺い」に対する回答』において，中国証券監督
管理委員会は国務院の直轄事業部門であり，全国の証券，先物市場の主管部門であ
り，行政職権を持つ事業部門であり，そこで公務に従事する者は国家公務員とみな
すべきであると解している。ただし，いわゆる「みなす」というのは，実際には国
家公務員ではないことであり，一種の擬制であるが，法解釈の基本原則は擬制や類
推の方法によって法文の最大の意味を越える解釈を行ってはならないのである。
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統の業務機構であるため，実践上においても一種の法的効力を持つ準立法
解釈であると解されます3。
立法解釈の下位に置かれているのは司法解釈です。人民法院組織法およ
び『法律解釈業務の強化に関する決議』によりますと，最高人民法院およ
び最高人民検察院は，法律を実施するにあたって，具体的な適用問題につ
いて解釈を行うことができる，としています。司法機関 iが刑法を適用す
るにあたって，刑法に対する解釈権を持つのは，世界的に見ても珍しくあ
りませんが，中国の司法解釈体系は次のような二つの特徴を持っています。
すなわち，一つ目は，検察機関が刑法を解釈する権限を持っている点です。
これは中国の検察機関が訴追機関であると同時に，法律監督機関でもある
という憲法上の地位によって決定されています ii。二つ目は，司法解釈の
制度上の権力が最高司法機関，すなわち最高人民法院および最高人民検察
院によって独占されており，その他の地方の司法機関は少なくとも制度上
においては司法解釈権を持っていない点にあります。
正式な制度設計上，明確に上述の三つの機関に刑法解釈権の独占権が与
えられていますが，刑法を適用する活動の現実的な要求により，刑法解釈
権の行使には，実際，二つのレベルにおいて制度化されていない配置があ
り，様々な類型・レベルの他の国家機関は多かれ少なかれ，実際上の刑法
解釈権の行使を分かちあっているだけではなく，裁判官などの司法人員も
具体的な司法活動において，同様に刑法規範の解釈権を行使します。第一
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3 その最も代表的なものとしては，全国人民代表大会常務委員会の法制工作委員会
によって作成された「十四歳から十六歳未満の人の刑事責任範囲の問題に関する回
答意見」という刑法解釈の性質を持つ文書が挙げられる。
ⅰ 中国では，司法機関に人民法院（日本の裁判所に相当）の他に，少なくとも人民
検察院（日本の検察庁に相当）も含まれる。同様，後出の司法人員に裁判官の他に，
少なくとも検察官が含まれる。──訳注
ⅱ 人民検察院が法律監督機関であることは，中国憲法129条において規定されてい
る。つまり，憲法129条は，「中華人民共和国人民検察院は，国家の法律監督機関で
ある。」と規定している。──訳注
に，まず横から見ますと，刑法解釈権の主体が最高司法機関から最高行政
機関の各部および各委員会に拡大しているのが見てとれます。例えば，最
高人民法院，最高人民検察院が関税総署と連名で頒布した『密輸刑事事案
を処理する際に法律の適用に関する若干の問題に関する意見』がそれに該
当します。また，縦から見ますと，刑法解釈権の主体が最高司法機関から
地方司法機関へと拡大しているのが見てとれます。各級の地方司法機関は
多かれ少なかれその管轄地域内で具体的案件の法適用について，文書によ
ってある箇条又はある種類の刑法規範の理解を統一し，かつ事案の審理を
指導しています。例えば，広東省高級人民法院が頒布した『社会主義市場
経済の秩序を破壊する犯罪の事案を審理する際の若干の具体的問題に関す
る指導意見』（粤高法発［2002］87号）がこれにあたります。第二に，普
通の裁判官の刑法に対する解釈活動が注目されていないばかりか，正式な
制度によっても承認もされていない点です。伝統的観念の下では，裁判官
らは厳格に刑法およびその立法解釈，司法解釈を適用する義務を負ってい
るだけです。しかしながら，制度上や観念上において承認されていないこ
とが，中国の裁判官が刑法解釈活動を行わないことを意味するわけではあ
りません。その反対に，刑事裁判活動には，裁定や決断が求められざるを
得ないという性質があるため，人類の認識律の支配下において，まずは刑
法を理解してから，刑法を適用するという論理的思考過程が事実上，毎日
のように行われています。これは，上述したような制度や伝統的観念の下
で，まるで地下水が巨大な伏流のように勢いよく流れているように，具体
的刑事事案の結果に影響を与えています4。このような解釈は，主に裁判
4 司法の実践においては，時には次のような場合が生じることがある。つまり，法
執行者が案件の事実を確認できたときにすぐに適用すべき刑法条文を当てたりする
（例えば，窃盗，殺人など）が，これは条文を理解する過程がなかったように見え
る。しかし，事実上，法執行者は，当該の条文に対してすでに熟知し，その意味に
ついても精通しており，案件の事実が法執行者の内心において法文に対する理解と
相応しているので，このような「理解─適用」の過程は，法執行者自身が気付かな
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官の裁判文書や案件審理を記録する内部報告の中にあらわれます。
2 中国における刑法解釈体制の基本特徴と近年の新たな変化
このような権力体系の下で，中国の刑法解釈体制は，次のような二つの
顕著な特徴が形成されてきています。すなわち，その一つは，刑法解釈内
容の抽象化です。裁判官が判決および裁定の中に直接刑法解釈を行う場合
（このような場合はあまり見ません）以外に，制度化された刑法解釈又は
制度化されていない刑法解釈についても，外形上には，関連の法律解釈機
関が一定の範囲内において法的効力を持つ規範的な文書を制定し頒布する
という形式で現れていますが，これらの文書は規範化，抽象化された文言
で構成されていますので，具体的な事案の処理と直接には関連いたしませ
ん。司法機関は，それらの文書を参照したり参考したりしますが，さらに
は具体的な法適用の根拠として引用する場合もあります。このような方法
は，日本を含む西側の国々の刑法解釈と著しく異なっています。なぜなら
ば，後者（西側の国々）の場合，刑法解釈を含む法の解釈は具体的な事案
とつながっていて，これを裁判活動の一部分とみなしているからです。こ
のように，制度において条文化した刑法解釈を肯定することは，刑法解釈
権を裁判官個人に与えるのではなく，ある特定機関に集中して帰属させる
ことになります。中国では先例拘束性の原理を認めていないため，一定の
範囲内において，普遍的に適用できる効力を持つ規範的な解釈を制定する
場合には，技術上必然的に刑法解釈権をある特定機関に集中することを選
ぶことになりますが，このことは，刑法の適用の統一性を保障し，解釈権
の乱立を防止することにつながってきたと言えなくはありません。
しかしながら，抽象化した刑法解釈それ自体は，先天的に欠陥をはらん
いうちに無意識的に判断している。
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でいます。刑法解釈は本来，規範の意味の解明と細分化を通じて，刑法を
いかに具体的に適用すべきかという問題を解決することにありますが，中
国は具体的案件の処理と乖離する抽象化した解釈方式を採用しているため，
このようないわゆる解釈や細分化の方法は，常に相対的なものとなり，域
外での個々の案件の裁判を通して刑法解釈を行うというような成文法との
接近方法とは完全に異なっています。この抽象化した解釈は，成文法規範
のような安定性や体系性を持つというプラス面がある一方で，必然的に成
文法規範と同様に「法は有限であるが，事象には限りがない」というよう
な事態に陥り，多くの解釈文書の条文を具体的案件に適用する際には，依
然としてさらにそれを再解釈しなければならなくなってしまいます。各級
の司法機関は，法律解釈が欠けていることを理由に案件の審理を拒むこと
ができないため，抽象的な解釈が具体的な刑法適用問題を解決できない場
合には，具体的案件の審理の要求に応じるために，各級の司法機関ないし
司法人員が刑法について様々な解釈活動を行わざるを得なくなります。
もう一つは，刑法解釈系統の階層化です。刑法解釈を創り出している各
種の機関が国家権力体系において階層性があるため，刑法解釈にも，はっ
きりと階層的特徴が呈されています。刑法解釈文書の効力は，解釈機関の
国家権力体系においてそのランク（等級）に応じて分けられているため，
これらの機関による同じ条文に対する解釈の効力もランク（等級）が機関
によって異なります。立法法の規定により，立法解釈は法律と同等の効力
を持ち，その効力は最高人民法院又は最高人民検察院が発布した司法解釈
よりも上位に位置づけられています。また，最高人民法院，最高人民検察
院の司法解釈は，各級の地方司法機関が発布した刑法解釈文書に対して，
より上位の効力を持っています。
中国における刑法解釈体系においては，国家機関の権力ランク（等級）
関係および司法活動における審級制度の設計が，異なるランク（等級）の
法律機関が創りだした解釈に必然的にその効力のランク（等級）を決定し
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てしまうことにあります。問題なのは，解釈文書の効力ランク（等級）に
とどまらず，さらにはそのランク（等級）を固定化ないし絶対化する傾向
があることです。具体的に言えば，一級上の機関が創り出した刑法解釈が
必然的に正確性を帯びると同時に，疑いをはさむ余地がなくなり，立法機
関が創り出した刑法立法解釈は，司法機関の司法解釈に対して無条件かつ
優先的に適用する効力を持つことになります。同時に，上級司法機関が発
布した刑法解釈が下級の司法機関の司法活動に対して無条件かつ優先的に
適用し，絶対的な権威を持つことになります。このような刑法解釈（権）
の絶対化した効力ランク（等級）体系は，一般的意義の審級制度に基づい
て形成された司法体系を超えて，それ自身よりも行政管理体系に接近し，
階層化の傾向が顕著にあらわれていると言えます。すなわち，ランク（等
級）制の原則の下で確立した合法的権威は，上下の間に管理と被管理，支
配と被支配の関係にあるピラミッド型の組織構造を形成します。解釈主体
の国家権力体系における地位は，その創り出した刑法解釈が適用上におい
てその優先性，妥当性および正当性を決定します。つまり，下級の法律関
係機関は刑法を解釈し適用する際には必ず，上級機関の刑法に対する理解
および解釈に，無条件に服従しなければなりません。
このような階層式の解釈体系には，二点の弊害があります。すなわち，
第一に，一般の司法関係者の刑法に対する理解は排除されるだけではなく，
下級機関は，上級が発布した解釈文書を厳格に適用する義務をも負ってい
ることになります。これらの刑法解釈は，実際に間違いがあったり，遺漏
があったりした場合，又は時間的経過により適用すべきでない場合でも，
一般の司法関係者は継続してそれを適用する傾向にあります。わずかに発
見した問題を上級機関に報告して解決を仰ぐだけであり，自らの刑法条文
に対する理解をもって間違いや欠陥のある刑法解釈文書を修正して刑法を
解釈し適用することを願いもせず避けており，それを行うこともできませ
ん。司法関係者は，案件を審理するにあたって，法律を適用する解釈の活
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動が覆い隠され，司法人員の能動的主体性が制度上大きく制約されている
ため，その司法活動には機械化，硬直化の危険が存在しています。第二に，
この階層化体系においては，刑事司法人員は，必ず成文化した解釈文書の
理解に基づいて解釈機関の定めた理解をしなければならず，また，下級の
解釈機関は，上級の解釈機関の理解に基づかなければならないため，解釈
権は最高の法律解釈機関に集中することになります。このような刑法解釈
権の集中化の趨勢においては，刑法解釈権は一種の国家権力として特定の
国家機関に集中されることになり，限られた機関ないしは少数の者によっ
て独占されるリスクを孕んでいます。このことは，人類の認識律に反する
にとどまらず，法治主義の精神にも背いています。なぜならば，いかなる
機関によって創り出された刑法解釈，又は解釈者がいかに超越的な解釈能
力を持ったとしても，それはあくまでも少数の者の所為であり，必然的に
正しいことではあり得ず，完全無欠であることもあり得ないと言わなけれ
ばなりせん。残念なことに，階層化した刑法解釈体制は単なる解釈者の権
力の階層によって解釈の結論の正しさを決定し，それを優先的に適用しな
ければならないとしています。これが極端に進むと，人治主義にはまり込
む巨大なリスクを含んでおり，法律の適用ないし中国の法治主義の形成に
負の影響を与えることは避けられません。
3 案例指導制度──中国刑法における解釈体制の新たな変化
解釈活動の客観的法則から論じるならば，刑法解釈は，一種の規範の意
味を解明して刑法を適用する前提となる活動として，本質的には一種の法
律を適用する技術に属しています。そこには，技術的，認識的および個体
的性質を持っています。刑事司法の実践がある限り，刑法解釈が必ずあり
ます。このことから，客観においては，必ず一般の司法者に刑法解釈権を
認め，集権化した解釈体制を否定しなければなりません。これは，現在の
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世界の中でも優れた法治国家および地域の刑事法領域で行われている方法
であり，中国刑事法の実践において客観的で現実的に必要とされています。
これに応じて，中国は現在，案例指導制度を中心とした刑法解釈体制の改
革を始動させています。
2010年，最高人民法院と最高人民検察院は，それぞれ『案例指導業務に
関する最高人民法院の規定』（法発［2010］51号），『案例指導業務に関す
る最高人民検察院の規定』（高検発研［2010］3号）という文書を公布し，
正式に司法系統において案例指導制度を確立させました。この制度によれ
ば，指導案例とは，すでに法律効力が生じ，今後同種類の案件の処理に対
する普遍的指導意義を有する個々の司法裁判であります。その選択の範囲
は基層司法機関を含む各級司法機関が言い渡し，効力が生じた判決を指し
ます。その選択の基本条件の重点は，これらの判決にある法律解釈が同種
類の案件に対する指導的機能であり，さらにこれらの指導案件は今後の同
種類の案件に対する参照適用の効力を持つと明確に規定しています5。最
高人民法院の関係責任者も，この案例指導制度を解読する際に次のように
明確に指摘しています。つまり，「人民法院の指導的案例は，その性質に
5 『最高人民法院の案例指導業務に関する規定』2条に選定される案件は次のよう
な条件に該当しなければならないと規定している。つまり，（1）社会的に注目さ
れること，（2）法律の規定が比較的に抽象的であること，（3）典型性を持つこと，
（4）疑義があって複雑であり，又は新しい類型であること，（5）その他指導的機
能を持つ案件であること，である。『最高人民検察院の案件指導業務に関する規定』
8条に選定される案件は次のような条件に該当しなければならないと規定している。
（1）法律の効力が生じた案件であること，（2）次に掲げる事情の一つがあった場
合，1）法律適用に係わる問題が現行法律の規定において比較的に抽象的であり，
明確性を欠く案件，2）多発する可能性のある新たな類型の案件または法を執行す
る際に誤差が生じやすい案件，3）民衆に大きな影響があって社会に注目されてい
る案件，4）その他法律の適用において指導的意義を有する案件，（3）事実の認
定，法律の適用，政策の掌握又は法律の監督の実践において典型性と代表性のある
ものであること，（4）法律を正しく適用し，法律の解釈が法律の原則および精神
に適い，又は処理した結果が妥当で社会に与えた影響が良好であること，である。
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おいて憲法的性格を持つ法律以外の一法律形式です。［中略］指導的案例
が法律条文の原則性，曖昧さ及び遺漏を明確化し，具体化し又は補完する
機能を有しています。法を創造するのではなく，法を解釈する役割を担っ
ています。したがって，指導的案例は裁判官が法を解釈するのであって法
を創造するのではないので，法律の経験則を総括するものであって法律の
経験則を創造するものではありません。人民法院が案例指導制度を実施す
ることは，幅広く裁判官にこのような案例を注目させて，これらの案例が
現れている裁判の方法および法的思惟を学んで参考にし，指導的案例の方
法を参照させて公正かつ効率的に案件を処理するようにします」，「案件指
導制度を実施した後，各高級人民法院は，案件裁判経験を総括し，管轄内
の法院に参照参考する案例を発布することができます。｣6
以上から分かるように，案例指導制度が正式に創設されて実施されたこ
とは実際上，一般の裁判官にある程度まで個々の案件の法律解釈権を持つ
ことを承認していると言えます。2011年12月以降，最高人民法院によって
正式に発布された指導的案例を見ますと，それは各下級人民法院の判決の
中から判決要旨を帰納して，実際に判決の中から法律解釈を抽出したもの
であることが確認できます。また，上述した司法文書とセットで公布され
た『上下級の人民法院の裁判業務関係を規律する最高人民法院の若干意
見』（法発［2010］61号）において，最高人民法院は，上級の法院が具体
的案件の裁判を通じて，下級の法院に法律適用を指導する権限および義務
を有することを確認しています。当該文書の第3条の規定によると，基層
人民法院と中級人民法院が受理した第一審の案件に「新たな類型の案件」，
「普遍的に法律適用の意義を有する案件」，「重大で疑義があって複雑な案
件」であった場合，必要があるときには関連の法律規定によって書面を持
って一級上の人民法院に報告し審理を仰ぐことができるとありますが，こ
6 胡雲騰｢人民法院実行案例指導制度的意義｣法制日報2011年1月5日11面｡
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れらの案件を審理するにあたって主な難点の一つは，関連の法律を解釈す
ることにあります。また，2012年2月28日，最高人民法院は，さらに一歩
進んでもう一つの重要な文書を制定しました。これは，『審判・執行の業
務において切実に自由裁量権の行使を規律して法律の統一的適用を保障す
る指導意見』（法発8［2012］7号）というものです。この文書において
は，「自由裁量権は，人民法院が案件を審理するにあたって，法律の規定
と立法精神を根拠とし，正しい司法理念を把持し，科学的方法を用いて，
案件の事実の認定，法律の適用および手続の処理等の問題に対して分析と
判断を行い，最終的に合法で，公平公正な情理に適う裁判を作り出す権限
である。」（1条），「事案の具体的状況の要求により，法律の精神，規則ま
たは条文に対する解釈」は自由裁量権の範疇に属し（2条3項），自由裁
量権を行使する際には，合法原則，合理原則，公正原則，慎重原則に従い，
正確に法律の適用方法および法律の解釈方法を用いなければならない（3
条，5条，6条），と規定しています。これらの規定は，事実上自由裁量
権を規律するという名義で司法裁判においての法律を解釈する権限および
必要性を肯定し，解釈する際に遵守すべき原則と方法を提出しています。
ただし，自由裁量権を行使する主体は，裁判官と明記せず，「人民法院」
という伝統的で穏健な名称をそのまま踏襲しました。しかしながら，この
権限を実際に遂行する際には，普通の裁判官が個々の事案において法律を
解釈する権限を有していることは，この文書から明らかであると言えます。
このことから分かるように，上述した三つの司法文書は実際上，司法関
係者に個々の案件を審理する際に，法律を解釈する権限を持つことを承認
し，また個々の案件を審理することによって形成された法律解釈が下級の
法院に対して同様の案件に指導的な影響を与え，これらが参照適用される
効力を持つことを肯定したことになります。これは事実上，分権化した刑
法解釈体制の構築のために初歩的な制度化の土壌を提供したと評価できま
す。
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案件指導制度は中国で展開し始めていますが，これはまだ探求の初期段
階にあります。規定によると，現在，指導案例は最高司法機関の承認手続
きを経る必要があり，この発布は最高司法機関に掌握されています。これ
は明らかに指導案件が全国において参照的な効力を持つことを考慮したた
めであり，また省レベルの高級人民法院が発布した本管轄内における司法
裁判を指導する参考的な案件を加えても，その指導案例の総数が未だに非
常に少ないからです。多くの中級と初級の法院に対して言えば，この制度
はまだ各級の司法機関が当該管轄範囲内に典型的な案例を選定して司法活
動を指導するメカニズムを構築しておらず，一定の地域内に大量に存在す
る典型的な案例の下級の司法機関に対する法律適用の指導機能を無視した
ことになります。しかし，これは，まさしく基層司法にとって必要なもの
であるため，遺憾なことであると言わざるをえません。実際には，一部分
の中級法院の実務においては，多かれ少なかれ本管轄内の司法裁判指導メ
カニズムを創設しようと試み始めており，比較的に良好な効果が出てきて
います。例えば，四川省成都市中級法院は，ネットワーク技術を活用して
本管轄内に不定期に選定した模範案例を発布するという制度を創立しまし
た7。われわれは，各級法院が典型案例を選定して司法活動を指導するメ
カニズムを創設し，案例指導制度をランク（等級）により分化させること
が未来の案例指導制度の方向であると考えています。具体的な刑事実務の
指導は，刑事裁判が地域内の人々の価値観に照準を合わせることや，大衆
の同意を勝ち取る面で効果的である，と考えられます。
4 現代中国における刑法解釈の基本的立場──論争と観点
刑法解釈権，即ち刑法を解釈する権力を誰が持っているのかという要因
7 これと似た制度として，四川省高級人民法院，天津高級人民法院，江蘇省高級人
民法院が発布した参照案例，鄭州市中原区法院が発布した先例判決などがある。
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の他に，解釈者は解釈の過程において，どの様な立場に立っているのかは
解釈の結論に大きな影響を与えることが明らかです。
刑法解釈と言えば，形式的解釈と実質的解釈との立場上の争いは，おそ
らくどの学者にとっても避けられない問題のように思われます8。実質的
解釈の立場と形式的解釈の立場との間の争いは，現代の中国刑法学界にお
ける刑法解釈論の主な論争の一つです。張明楷教授を代表とする一部の学
者は実質的解釈の見解をはっきりと支持しています。一方，陳興良を代表
とする一部分の学者は形式的解釈を支持しています。両者は真っ向から対
立しています。実質的解釈の見解は，刑法を解釈するには社会生活上の事
実・事物の本質によって（事物の本質に沿って），法律毎に異なった解釈
をしなければならないとし，最も合理的な解釈を求めています。この立場
の基本的主張は，第一に，ある犯罪の構成要件を解釈するには，まず犯罪
の保護法益を明らかにし，そして刑法用語として可能な意味内において構
成要件の具体的内容を定めなければなりません。各犯罪の成立要件を確定
するにあたっては，文面において構成要件に該当し，実質において可罰性
のない行為を構成要件から排除しなければなりません。第二に，ある行為
が刑法用語の核心的意味の外にありながら，処罰の必要性と合理性がある
8 私の知る限り，形式的解釈と実質的解釈はドイツ・日本の刑法学界においても一
定の影響のある二つの立場である。日本の刑法学者である前田雅英教授は実質的解
釈の立場に依拠する代表的人物である。立場の違いによって，犯罪の成立要件にお
ける意味が変わってくるのである。例えば，器物損壊罪における「損壊」の意味に
ついては，日本の通説・判例は「効用侵害説」を支持している。すなわち「損壊」
は財物を物理的に損壊する場合だけでなく，財物の効用を棄損し，又は財物の価値
を減損・滅却する場合をも含む。他人の指輪を海に投げ込んだ場合，物理的に見れ
ば，行為者は指輪を損壊してはいないが，その占有者又は所有者が指輪に対する権
益を失ったのである。これは，明らかに実質的解釈である。これに対し，ドイツの
通説は，「有形侵害説」を支持している。すなわち，「損壊」は，物理的損壊である。
財物に対し有形力の行使による損壊でない場合は，財物の全体的な効用が失われた
としても「損壊」に当たらない，としている。したがって，解釈上の立場が，犯罪
の成立要件を決定するのに，重要な意味を持つのである。
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場合には，罪刑法定主義を遵守する前提のもとに，被告人に不利益な拡大
解釈を行うことができ，処罰の妥当性を実現させる，としています9。そ
れに対して，形式的解釈の立場は，刑法を解釈する際に，まずは形式的に
解釈し，この形式的解釈の結論に該当する場合に限って，実質的な判断を
行います。この立場の基本的な主張は，ある行為が犯罪を構成するかどう
かは，まずはその行為が刑法に規定している構成要件に形式的に該当する
かどうかから判断すべきであり，その行為が実質的に社会的危害性を有す
るかどうかを考慮すべきではなく，もしその行為が形式的解釈の結論に該
当しなければ，実質的解釈を行う必要がない，としています10。
また，中国の司法機関は，近時の刑法を解釈する活動においては，具体
的な刑法条文の解釈の立場がはっきりしていない部分もありますが，その
発布した刑法解釈文書および指導案例を全体的にみますと，総体的に実質
的解釈に賛成している傾向にあると言えます。例えば，中国刑法第170条
は，「貨幣を偽造した場合は，三年以上十年以下の有期懲役に処する。」と
規定していますが，もし文面を形式的に解釈するならば，行為者がいった
ん貨幣を偽造すると，偽造の額の大小に係わらず，たとえ一元を偽造した
としても偽造貨幣罪に該当します。ただし，中国においては，このような
結論を誰も受け入れないでしょう。まさにそれゆえ，『偽造貨幣等の案件
を審理する際の具体的法律を適用する若干の問題に関する最高人民法院の
解釈』は，偽造貨幣の総額が二千元以上三万元以下，又は枚数が二百枚以
上三千枚以下の場合に，はじめて偽造貨幣罪を構成すると規定しています。
このような犯罪認定基準は，まさに実質的解釈の立場に基づいて創り出し
たものです。類似の例は，今年9月9日に発布したばかりの『情報ネット
ワークを利用して誹謗等を実施した刑事案件を処理する際の法律を適用す
る若干の問題に関する最高人民法院・最高人民検察院の解釈』においても
9 張明楷「実質解釈論的再提唱」中国法学2010年第4期49頁以下。
10 陳興良「形式解釈論的再宣示」中国法学2010年第4期27頁以下。
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見られます。この解釈文書においては，中国の最高司法機関は，解釈を通
して，刑法293条の揉め事挑発惹起罪における「公共の場所」の意味を伝
統的な物理空間からネットワークという擬制空間に拡大しました。このよ
うな実質的解釈の背景には，現代司法による，ネット時代に突入した中国
社会の現状に対する回答があると言えます。指摘すべき点は，最高司法機
関の実質的解釈の傾向が顕著にありますが，具体的な司法実務においては，
各地方の司法機関は依然として形式的解釈をもって刑法を適用する例が多
いことです。例えば，出国の真の目的と査証の種類との齟齬のある出国行
為を密航罪と認定すること，引越しする際に家に伝わる象牙を搬送する行
為を貴重・瀕滅野生動物製品不法運送罪として立件して調査することなど
があります。このような刑法の適用事例の発生は，主に司法関係者が刑法
的解釈の立場に基づいて刑法の条文を解釈し，すなわち法条の文章，字句
の表面上の意味によって刑法を理解するのであって，実質的に処罰の合理
性と必要性とを全く考慮しないことに原因があります。
刑法の解釈について，私の見解は，実質的な可罰性を考慮しないで形式
的解釈を行うことをしてはならないと考えていますが，単に「実質化した
解釈」であるとも言えません。形式的解釈の見解は，機械的に刑法を適用
する恐れがあります。しかし，実質的解釈は，超法規的な解釈の機能を持
ち，度を超えた実質的解釈が法規範を虚無に帰する危険を持っていますが，
法的安定性を失わせることで，強権者が法を翻弄し，随意に他人に濡れ衣
を着せて，個人の自由が跡形もなく消え去ることになるでしょう。そのた
め，刑法の解釈の立場について，私は，形式的解釈の拘束の下での実質的
解釈を主張したいと考えています。具体的に言えば，一方において，犯罪
構成要件の解釈は，犯罪の客体（法条上の保護法益）を指針として，単純
に法文の字句の意味にとどまらず，行為が法益に対する実際の危害および
刑罰を用いて処罰する合理性を考慮しなければなりません。一方，解釈を
通して犯罪の成立要件を確定することには，刑法各則の関連罪状に記述し
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ている特徴の範囲，又は一般大衆の基本的判断を超えてはなりません。刑
法規範の形式（文理）が法治主義の下で人権保障機能を有し，刑法解釈に
おいて形式的解釈の立場の解釈活動に対する制限を強調することは，実質
的に刑法法文の解釈者に対する制限を強調するのであって，解釈者の結論
が刑法法文から離脱して罪刑法定主義に逆行することを防ぎます。実質的
解釈から得られた結論は，もし刑法規範の可能な意味を越え，一般大衆の
理解と予測を越えれば，それはいくら素晴らしいものであっても採用して
はならないでしょう。言い換えれば，実質的解釈は，形式を講じないので
はなければ，形式的解釈に反対するものでもなく，いかなる場合でも単純
に形式的解釈によって決定することに反対するだけです。構成要件該当性
について形式的判断を行うのみで，そして実質的面から刑罰に処するに値
する合理性と必要性を有するかどうかを判断しなければなりません。これ
が，私の主張する形式的解釈の拘束下の実質的解釈です。
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